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化学物質管理政策の方向性
WSSD（World Summit on Sustainable Development：持続可能な開発に関する世

界首脳会議）実施計画における化学物質管理の方向

●「アジェンダ21」を採択した1992 年の地球サミット

●開催10 年後に当る2002 年にヨハネスブルグで開催されたWSSD において、「ラ

イフサイクルを考慮に入れた化学物質と有害廃棄物の健全な管理のためのアジェ
ンダ21 の約束を新たにするとともに、予防的取り組み方法に留意しつつ透明性の

ある科学的根拠に基づくリスク評価手順とリスク管理手順を用いて、化学物質が、
人の健康と環境にもたらす著しい悪影響を最小化する方法で使用、生産されるこ
とを2020 年までに達成する」という「ヨハネスブルグ実施計画」が採択された。（図
表2-1） この中には、以下の７つの具体的な行動が含まれている。

１．化学物質管理にかかわる国際機関の動き
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２．SAICMとは？

＊2002年 UNEP 管理理事会

国際的な化学物質管理のための戦略的アプローチ（SAICM)が必要と決議

＊2002年 ヨハネスブルグサミット

20202020年までに化学物質の製造と使用による人の健康と環境への悪影響の年までに化学物質の製造と使用による人の健康と環境への悪影響の

最小化する最小化する ため、SAICMを2005年末までに取りまとめることを決議。

＊2006年2月 国際化学物質管理会議（ICCM）…ドバイで開催

SAICMの発表

① ハイレベル宣言 30項目からなる政治宣言文

② 包括的方針戦略 29項目からなるSAICMの構成を記述

③ 世界行動計画 273の行動計画ガイダンス文

＊今後

2009,2012,2015,2020年にSAICMフォロアップの国際化学物質管理会議

開催予定

＊日本の動き

SAICMの考え方を環境基本計画等の政策文書に位置付け、関係省庁

による連絡会議において、SAICMに沿った取り組みのフォローアップを

行う。
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世界行動計画
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SAICMの情報交換部分について

SAICMの行動計画は多岐にわたる。

既に日本としても出来ているテーマもあるが、不足部分や改定を必要

とする部分もある。

日本の今後のフォロー体制は経済産業省・厚生労働省・環境省の３

省の連絡会が設置された。

以下、電子・電気業界にとっての関心毎は

① ＧＨＳの展開

② サプライチエーン間の情報交換の部分

③ 廃棄物行政の強化

などであるが、以下、特に情報交換部分について細部について

検討する。
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３．SAICMの一部紹介（情報交換部分）

３－１ ハイレベル宣言

(20)我々は、化学物質やそれによって作り出された製品を安全に使用するた

めに必要とされる化学物質の健康及び 環境への影響などに関するデー

タ及び情報を、関係者に 入手可能とすることについての、産業界の責任

を強調する。

(21)我々は、化学物質が人の健康及び環境に与えるリスクを含む、化学物質

のライフサイクル全般にわたる適切情報及び知識を、公衆が入手するこ

とを容易にする。

(22)我々は、新しくより安全な代替製品及びプロセスの開発の革新を推進す

るため、商業的な秘密の情報や知識を、国の法令に基づき、またそのよ

うな法令がない場合には国際的な規定に基づき、保護することを確実に

する。しかしながら、人の健康と安全及び環境に関する情報は、秘密と

は見なされないことを再確認する。

2006/10
環境委員会
REACH
修正提案に
３２条（４）項
[Consumer]
表現付記され
ている。



11

３－２ 包括的方針戦略

（１５） 知識と情報

(a)   省略

（b)   すべての関係者に以下のことを確実にすること

＊ 適切な場合には製品中の化学物質も含めた、化学物質のライフ

サイクル全体の情報が、すべての利害関係者たちにとって入手可

能で、容易に利用でき、ユーザフレンドリーであり、適正で適切で

あること。情報の適切なタイプとは、化学物質の人の健康と環境へ

の影響、それらの本来的な特性、潜在的な用途、防護措置と規制

を含む。

＊ そのような情報が、とりわけメデイア、化学品の分類及び表示に

関する世界調和システム（ＧＨＳ）のようなハザードコミニュケーシ

ヨンメカニズム、および国際協定の関連条項を充分に利用するこ

とによって、適切な言語で普及すること。

(C)～(j)  省略

３．SAICMの一部紹介（情報交換部分）
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３－３ 273項ある行動計画の紹介

行動計画は３６の作業領域からなり、２５７の行動ガイダンスから

なる。この中の「情報管理と周知」の作業領域の中の行動ガイダン

スを、単に見本として下記２項紹介。

107     市場のあらゆる有害物質について、少なくても適切で信頼できる

安全データシートを提供することを確実にする仕組みをつくること

（ＧＨＳを視野に入れること）。

108      有害物質を含む成型品や製品は、すべて使用者、労働現場、

処理場にとって適切な情報を伴うべき。

注意：非常に広範囲な行動計画が作成されている。上記は単に見本にすぎない。

３．SAICMの一部紹介（情報交換部分）

この意味するところは？
これからの課題？。
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４．METI（日本）での最近の動き

４－１ 製品含有化学物質情報伝達に係る基本的指針（案） 製造産業局 化学課

＜本指針制定の背景と趣旨＞
2002年に開催されたヨハネスブルグ環境サミットでは、ヒトの健康や環境に係る問題に
適切に対応する観点から、化学物質管理の重要性が言及され、アジェンダ21の「ライフ
サイクルを考慮に入れた化学物質管理」の考え方を再確認するとともに、「2020年まで
に化学物質の製造・使用がヒトの健康と環境にもたらす著しい悪影響を最小化するこ
と」が合意された。

４－２ 化学物質管理ガイドラインのTC111への日本提案文書2006-5

Why “Guideline on the Management of Chemical 
Substances Contained in Products ” is needed? 

Increasing Importance of “Management of contained chemicals” :
Johannesburg summit agreement ; ” Sound management of chemicals aiming to 

achieve, by 2020, that chemicals are used and produced in ways that lead to the 
minimization of significant adverse effects on human health and the environment.”
•Many different legislation: Legislation on chemicals contained in products is 
being made in many countries / regions. 

ヨハネスブルグサミット意識例
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４．METI（日本）での動き

４－３ 化学物質政策基本問題小委員会 製造産業局 化学物質管理課

＊ 2006-5発足

＊ ５つの検討すべき論点

① カバーすべき範囲

② 必要となる安全性情報

③ リスク評価体制整備

④ 情報伝達の仕組み構築

⑤ 自主的取り組みと規制的対応のバランス

＊ 情報伝達の仕組み

＜テーマ＞

安全性情報やリスク評価結果のサプライチエーンへの伝達を促進する上

での政策的課題について議論する。

・安全性評価結果、リスク評価結果の化学物質使用者への円滑な伝達方法

・営業秘密保護等留意すべき事項

・ ＧＨＳ分類と表示への対応

・ 情報伝達にかかわる指針

SAICM意識



15



16

審議スケジュール及び検討テーマ（案）

第１回：５月２５日 （目的説明・概論）
第２回：６月２６日 （安全性情報の整備等）
第３回：７月２７日 （リスク評価体制等）
第４回：８月２８日 （情報伝達の仕組み等）

第５回：９月２７日（リスク管理等）
第６回：１０月１６日 （人材育成・基盤整備・リスクコミュニケーション・国際対応等）
第７回：１１月２２日 予定（化学物質管理の在るべき姿の整理）
第８回：１２月１１日 予定
第９回：１２月２２日 予定

パブリックコメント手続き（予定）

その後、必要に応じ、本委員会を開催
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５．REACHにおけるSAICMの取り上げ方

REACHはSAICMを実施する場合の社会基盤となる規制。序文に明記
REACH序文（４）項： Pursuant to the implementation plan adopted on 4 September 2002

at the Johannesburg World Summit on development, the European
Union is aiming to achieve that, by2020, chemicals are used and 
produced in ways that lead to the minimisation of sinificant adverse
effects on human health and the environment.

（６）項： This Regulation should contribute to fulfilment of the Strategic  
Approach Chemical Management (SAICM) adopted on 6 February
2006 in Dubai

「情報交換の部分」の考え方は今後の日本社会でも非常に参考となる。

参考：REACHの項とSAICM 行動計画（情報交換部分）

107     市場のあらゆる有害物質について、少なくても適切で信頼できる

安全データシートを提供することを確実にする仕組みをつくること

（ＧＨＳを視野に入れること）。…………………REACH３１条に関係

108      有害物質を含む成型品や製品は、すべて使用者、労働現場、

処理場にとって適切な情報を伴うべき。……REACH３２条４項に関係
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REACHとArticleに含有される物質の情報交換

成形品（Article）

化学物質
Substance/
Preparation

５

４ ３

２

１

輸出
各国法・RoHS・

REA CH・TSCA

原材料の海外
工場への輸出

製品の販売

製品の輸出

６

図１　化学物質の管理の領域

成形品（Article）

調達 製造 販売

　　　　＊
２‘

工場廃棄工場廃棄

２ Ｄownstream user
１ Industrial user

２‘

情報入手
３２条４項

情報入手
３１条
ＭＳＤＳ

情報開示
３２条４項

＊：運転用化学製品…電解コンデンサの電解液など
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REACHとArticleに含有される物質の情報交換

成形品（Article）

化学物質
Substance/
Preparation

５

４ ３

２

１

輸出
各国法・RoH S・

REA CH・TSCA

原材料の海外

工場への輸出

製品の販売

製品の輸出

６

図１　化学物質の管理の領域

成形品（Article）

調達 製造 販売

２‘

工場廃棄工場廃棄

２ Ｄownstream user
１ Industrial user

２‘

情報入手
７条：該当有無
＜有りの場合＞
①releaseする

物質の登録

②５８条に基づく
特定物質の
含有

情報入手

６条：成分物質の
登録有無

情報開示
７条：該当有無
＜有りの場合＞
①releaseする

物質の登録

②５８条に基づく
特定物質の
含有
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32条４項の情報とは？

REACHは検討中で、未採択の規則案のため、以下はご参考：

第３２条４項：

５６条・５８条に基づき、0.1wt%を超える濃度で識別される物質を

含有する成型品の生産者および輸入者は、最低該当物質名を含む、
当該成型品を安全に使用できるのに十分な情報を受給者に提供す
るものとする。

第７条および第３２条４項情報：

＜RIP3.8成型品要求事項適合に関する技術ガイダンス：2006-3-28より引用＞

必要とする情報（抜粋）

＊物質の登録番号：物質の識別情報：物質のトン範囲：当局から提供される物質分類：

物質の用途記述

＊応急処置：消化方法：取り扱い：保管：輸送：廃棄：身体保護に関する取り扱い情報

規則案として、決定された内容ではない。
将来の課題となる案件である。
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Substance/Preparationの

組成開示情報および有害情報の開示制度：

欧州では 「SDS」が存在。日本ではMSDS. GHSで整合化？

Articleの
含有成分情報および有害情報の開示制度：

欧州では 制度が存在しない。

REACH序文（５７）： Communication up and down the supply chain should be facilitated.
The Commission should develop a system categorising brief general
descriptions of uses taking into account the outcomes of the RIPs.

供給チエーンの川上と川下への伝達を促進すること。REACH実施

プロジェクトの成果を入れて簡単な一般的記述を区分するシステム

を開発すること。

世の中、いろいろ
変わっていく予感。
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[欧州委員会] European Chemicals Bureaus Mr. Frans Moeller Christensen
駐日欧州委員会代表部通商部 パオロ・カリディ一等書記官
同上 金澤睦 調査役
[経済産業省]  製造産業局化学課 龍澤課長補佐、釜瀬係長、鈴木係長

製造産業局化学物質管理課 吉田課長補佐、福島課長補佐
[日化協] 化学品管理部 庄野部長、佐藤課長
[電機電子4団体] 

2006/10/ECBとの意見交換会より

質問：

32条4項で成型品に関する情報が検討されているが、欧州域外での情報格差の

回避という観点から成型品に関する情報提供の共通のデータフォーマットが必
要になるのではないか。RIPのプロジェクトのどれかで検討がされているのか、

また、将来的に検討される見通しなのか、検討の手続を含めた実務面での対応
について現時点での考えを伺いたい。

ECB回答：

RIP3.8で少し（a little bit）検討しているが、さほど詳細なものではない。物質

の名称だけでなく用途等の情報もあり、アーティクルのタイプ毎に非常に差異
がある。General guidanceを作ることは困難だ。各業界でシステム開発などを

進めることを委員会としてはお勧めしたい。

当方問：

それは正式なコメントとしてどこかに記載されているか？

ECB回答： 今年3月の会議資料に書いてあるので、おって経産省宛に送付する。

民間主導型を
お考え？
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６．アーティクルマネジメント推進協議会

アーティクルマネジメント推進協議会 設立趣意書(案)

Japan Article Management Promotion consortium 
- JAMP -

１． 背景等

１９９２年に開催された国連環境会議では、世界の環境対応政

策ともいえるアジェンダ２１が採択され、「世界各国における化学物質
の有害性やリスク関連情報の提供および化学物質管理への取組の
強化」が要請されました。

その１０年後の２００２年に開催されたヨハネスブルグ環境サミットでも、
アジェンダ２１の考え方が再確認されています。これらを背景に欧州
では、IPP（製品管理政策）等の基本的方向を取りまとめ、政策と規制
ツールを活用した新たな化学物質管理の方向を具体化しているのが
現状です。
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近年では、電気・電子製品に含まれる有害化学物質の使用を厳しく
制する指令（RoHS指令）の施行が本年７月から、また、来年以降はエ
ネルギー使用製品のエコデザイン要求に関する指令（EuP指令）や年
間1t以上の化学物質を製造および又は輸入する業者に対して、登録
および必要に応じて化学物質の使用用途ごとにリスク評価を義務付
ける規則（REACH規則）の施行といったサプライチェーン全体のマネ
ジメントや情報公開を求める動きが顕著になっています。

同様にこのような規制の動きはＥＵに留まらず米国や中国等でも、
製品含有化学物質等の法令整備が進められています。

このような国際的な潮流への対応については、我が国産業界として
も的確かつ迅速な対応を講ずることにより、従前にも増して国際的な
競争力確保が不可欠となっています。既に、エレクトロニクスおよび
自動車等の組立型製品に係わる国内の産業界では、特に産業連鎖
の川下に属する企業のイニシアティブで、調達資材が含有する化学
物質情報を調査および伝達する仕組みを構築する動きが活発化して
います。他方で、我が国の産業構造から見れば原材料の製造から完
成製品の最終組立に至る長く多岐に亘るサプライチェーンを構成し
ているため、これらの化学物質情報の収集や伝達が適切に行えてい
ない状況が危惧されるところとなっています。
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現在、川上の企業が製造・販売するサブスタンス（化学物質）情報
の管理・伝達には、ＭSＤＳやＭＳＤＳplusが利用されています。一方
で、サブスタンスを利用して川中の企業が製造する部材や部品など
のアーティクル（成形品）含有化学物質情報は、川下のユーザから要
請された情報書式に応える形で、調査し情報提供しているのが現状
です。アーティクルの製造企業は、化学反応、組成調整等のプロセス
や化学物質の種および濃度を把握し、購入するサブスタンス情報の
管理のみならず、自らの製造プロセスにおける化学物質の管理手順
等を開示するための書式の統一を図ることがこの問題を解決するた
めに最重要です。

なお、経済産業省産業構造審議会化学・バイオ部会リスク管理小
委員会製品含有化学物質情報伝達ワーキンググループおいても本
年４月に、化学物質情報を管理・推進するための情報伝達フォーマッ
トの統一化促進や中立的な立場での仕組み等の運用、並びに普及
のための国際標準化ﾌ必要性など「製品含有化学物質情報伝達に
係る基本的指針案」をとりまとめ公表される等、JAMPの活動の必要性
を一層示唆するものとなっています。
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２．設立の目的

ア ー テ ィ ク ル マ ネ ジ メ ン ト 推 進 協 議 会 (Japan Article 

Management Promotion consortium,通称：JAMP)は、上述における国
際的な潮流やサプライチェーンにおける情報の円滑な開示を促進し、
もって我が国の産業の国際的な競争力確保とアジア諸国を含めた製
品含有化学物質の適切な管理の実現に寄与することを目的として設
立するものであります。このため、私たちは、アーティクル含有化学物
質情報の管理・伝達に係わる仕組の具体化検討、並びに、アーティ
クルを製造・販売する企業、およびアーティクルを購入する企業等へ
の普及活動を、サブスタンス情報を提供する川上産業、およびアー
ティクル含有化学物質情報を受け取る川下産業に属する企業や団
体等との相互連携・協力を図りつつ積極的な活動を展開し、真に有
益な化学物質が環境や人健康への配慮を十分行いつつ、人類の生
活と質を豊かにするために使い続けられる社会の実現に貢献するこ
とを最終的な目的と目標においています。
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３．具体的な活動

現在検討している活動内容については、以下のとおりでありま

すが、状況の変化等を踏まえつつ適宜・適切に対応することとしてい
ます。

１） アーティクル含有化学物質情報管理ガイドラインの作成・検証・普及

２） 情報記述フォーマット（ＡＩＳ/ＡＩＳｐlus）の作成・検証・普及

３） 自己宣言に基づくアーティクル含有化学物質情報の基盤整備検討

４） アーティクル含有化学物質情報管理の標準化検討

５） その他上記の普及に向けた広報、中小企業支援等
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AISとは？…注意：単に見本につき検討後、変更されます。イメージに過ぎません。

成形品安全情報伝達シート（Article Information Sheet）

作成日 ２０××年 ○ 月 △△ 日

改訂日 年 月 日

１．成形品名及び会社情報

成形品名（商品名） ： CSTLF****** 

会社名 ： 株式会社 村田製作所

住 所 ： 京都府長岡京市東神足１丁目１０番１号

担当部門 ： デバイス事業本部 圧電事業部 第一圧電商品部

担当者（作成者） ： ○○ ○○

電話番号 ： ▲▲▲－●●●－■■■■ ＦＡＸ番号 ：▲▲▲－●●●－■■■■

シート整理番号 ： AISJ-１２３４

２．組成、成分情報

成形品構造の区別 ：

一般名称 ： 電気部品（発振子）

成形品の質量 ： ０．３ｇ

構成部位及び構成物質 ： 下表を参照のこと

使用後材料 使用後材料の 構成成分 構成成分の

材料中の

質量比（ｗｔ％） 比率（ｗｔ％） 報告物質識別Ｎｏ． 注記

セラミックス成型体 14 鉛化合物 100 Pb-RE-2 ROHS除外項目

電極膜 0.1 銀 50

ニッケル 35 Ni-J-0

銅 10

クロム 5

保護樹脂 57 エポキシ樹脂 100

以下省略

材料の領域 物質の領域
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４．適用法令

資源有効利用促進法  ： 該当しない

   注意 ：当成形品を使用又は輸出する地域又は国の法規制に注意すること

    　　　 米国：プロポジション６５に該当しない

    　　　 欧州：２００２／９５／ＥＣ、２００２／９６／ＥＣ、２０００／５３／ＥＣ、２００３／１　１／ＥＣに該当

　　　　　　　　　　しない。（除外項目に該当…セラミックの鉛）

          　　　REACH　７条（１）、（２）に該当しない。

　　　　　　 中国：電子情報製品汚染管理方法で規制される対象に該当しない

　　　　　　

５． 成型品固有情報

５－１　製品の用途確認情報

　　　　■設計機能：　　　　　□人に長時間触れると想定した設計

■人に長時間触れないと想定した設計

□ 化学物質が放出される設計機能を持つ（ボールペンのインクなど）

■化学物質が放出される設計機能を持たない

■最終使用機器：　　　□any use　  ■電子・電気機器

　　　　　　　　　　　□自動車　　　　　  □おもちゃ

                      □食料品        　　□建材

                      □包装材料          □装飾具

                      □その他（　　）

■ 使用中の暴露・放出：■仕様書における使用であれば、放出される物質につい

　　　　　　　　　　　　て懸念情報は持たない

　　　　　　　　　　　□他の用途で懸念情報がある。

　　　　　　　　　　 　（特に知見なし）

具体的な
記載方法の検討
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特定の化学物質含有情報シート(AIS Plus)

作成日 ２０××年 ○ 月 △△ 日 改訂日 年 月 日

１．成形品名及び会社情報

成形品名（商品名） ： CSTLF****** 

省略

２．製品中の特定の化学物質含有調査

物質群名 含有 有 無 含有濃度 備考

カドミウム及びその化合物 □ ■

６価クロム化合物 □ ■

鉛及びその化合物 ■ □ 0.3×0.14×0.6=25mg セラミックスの中の鉛

水銀及びその化合物 □ ■

TBT類、ＴＰT類 □ ■

TBTO                          □ ■

塩化パラフイン（短鎖） □ ■

PBB類 □ ■

PBDE類 □ ■

PCB類 □ ■

ポリ塩化ナフタレン（塩素数=3以上） □ ■

アスベスト類 □ ■

特定アゾ染料 □ ■

オゾン層破壊物質 □ ■

放射性物質 □ ■

REACH 7条（１）項物質 □ ■

7条（２）項物質 □ ■

＊注意：該当する場合…物質名・登録No・使用量など AIS内に記載

３．その他

国内法等の該当情報及びその他の含有物質/含有量についてはAISをご確認ください。

AISPlus
記載方法につき
検討する。
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４．設立発起人企業（順不同）

私たちは、上記趣旨に賛同し積極的に推進します。

旭日化成株式会社 富士通株式会社

花王株式会社 松下電器産業株式会社

住友化学株式会社 みずほ情報総研株式会社

セイコーエプソン株式会社 三菱化学株式会社

大日本インキ化学工業株式会社 三菱電機株式会社

ＴＤＫ株式会社 株式会社村田製作所

株式会社東芝 ライオン株式会社

株式会社日立製作所 株式会社リコー

富士写真フィルム株式会社

２００６年８月現在 発起人企業１７社 入会企業３０社
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７．おわりに

サプライチエーンの構造と、AISおよびＴＣ１１１MDの議論の関係

サプライチエーンでの情報交換をスムーズにおこなうため、配慮すべき

要素について確認する。

１．受領側データ（IN)と開示側データ(OUT)を混線しない。（次ページ）

２．Substance/PreparationとArticleの管理を混線しない。
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石油

S１
ポリマー
S ２

ポリマー
S ２

樹脂材料
S ３

樹脂材料
S 3

Sub Assy品
Ｎ ○○

樹脂成型品
電子部品
S  ○○

樹脂成型品
電子部品
S ○○

パソコン
Ｐ ○○

Sub Assy品
Ｎ ○○

企業 A

企業 B

企業 C

企業 D

企業 E

購入するモノ 販売するモノ

ＭＳＤＳ

ＭＳＤＳ

なし（ツール）

提供情報

ＭＳＤＳ

ＭＳＤＳ

なし（ツール）

なし（ツール）

入手情報

なし（ツール）

ＭＳＤＳ

① 企業A,B 購入する「モノ」と販売する「モノ」で、モノに含まれる化学物質は異なる.MSDSで開示
② 企業Ｃ 購入する「モノ」はSubstance/Preparationであって、販売する「モノ]はArticleに変換される。

このArticleに変換された場合、モノに含まれる化学物質は異なるにもかかわらず
開示制度がない。

③ 企業Ｄ Articleであり、含有物質は変わらない。共通化された情報伝達のためのツールが必要。

サプライチエーンでは、以上の 3 つの 管理のフレームが存在する。

対策①
管理ガイドライン
の採用

対策②
AISの検討

ここでいう企業とは
製造業態の異なる
ことを表現している

対策③
データの
変換ルール
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化学物質を製造する企業だけでなく、化学物質を使用する企業は、従

来、労働安全衛生など、取り扱いに着目した管理が主流であった。

しかしながら、SAICM/REACHの時代は、化学物質を使用する企業

はダウンストリーム ユーザとして、一定の義務を果たす時代の入り口

にあります。

電子部品企業は、まさに、ダウンストリームユーザの一員であり、企業

内における「化学物質の適正管理」が求められてくることになります。

RoHSの管理は適正管理（届け出・登録・評価・認可・規制）の領域の

一部分の管理でしかありません。

注意： ここでいう「化学物質」は法律で定義される「化学物質」である。その他として一般でイメージ

される「化学物質」・科学的な観点から定義される「化学物質」がある。誤解して認識すると

誤ったマネージメントにつながるので化学物質適正管理にかかわる、企業内教育は非常に

重要な要素の１つである。
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